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(単位：億円）

08/12末 09/3末 増減

CDS 44                45                0                 増加は為替要因によるもので、契約（外貨）ﾍﾞｰｽでは減少

ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ　（注2） 1                 0                 ▲0              

資産運用関連計 45                45                0                 

金融保証特約再保険 150 157 7 増加は為替要因によるもので 契約（外貨）ﾍﾞｰｽでは減少

区分
備考ﾘｽｸｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ

• SPLに係るﾘｽｸｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ （注1）

金融保証特約再保険 150              157             7               増加は為替要因によるもので、契約（外貨）ﾍ ｰｽでは減少

195              203              7                 合　計

• SPLに係るﾘｽｸｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ詳細

（注1）SPL関連銘柄を含む資産が全損した仮定で劣後割合を超える損失をﾘｽｸｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰと定義（ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞは、SPL関連銘柄を投資対象の
中に含むものについて、買建（ﾛﾝｸﾞﾎﾟｼﾞｼｮﾝ）と売建（ｼｮｰﾄﾎﾟｼﾞｼｮﾝ）をﾈｯﾄしたもの）

（注2）SPL関連銘柄を投資対象の中に含んでいるﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞの評価損等（3月末時点）は、▲24億円（なお、ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ投資については、信用ﾘｽｸ
関連投資以外の要素（株価、為替等）による影響が大きいため、 上記の「損益等の状況」の中では対象外としている）

格付 劣後割合 ﾋﾞﾝﾃｰｼﾞ（組成された年） 備考

2005年以前 2006年 2007年以降

CDS ABS-CDOｽｰﾊﾟｰｼﾆｱ（769億円） AAA 17% 94% 6% －

ABS-CDO最ｼﾆｱ（30億円） B+ 49% 71% 4% 25% MBIA保証

金融保証特約再保険 37%がAAA － 43% 3% 54%
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（参考）

• 上記以外に、海外保険子会社のﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ社においてABS残高が約287億円ある（SPL関連残高約1億円を含む。

CDSは投資残高なし）



• ﾓﾉﾗｲﾝ保証付投資 （上記CDS投資、ABS投資の内法） （注）

（注） 4社ﾍﾞｰｽ（日新火災、あんしん生命、ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ生命は該当無し）

（単位：億円）
残高

（09/3末）
CDS 898

ABS 403

合計 1,302

備考

残高は08/12末対比▲21億円

約84%は海外の公共事業（空港や有料道路等）に係る資産やｷｬｯｼｭﾌﾛｰを裏付けとする案件
（※）ﾓﾉﾗｲﾝ保証付投資は、裏付資産がﾃﾞﾌｫﾙﾄしない限り、ﾓﾉﾗｲﾝ会社が破綻しても元本毀損は生じない

• ﾓﾉﾗｲﾝ保証付投資について

上記の他に、東京海上ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ証券にてﾓﾉﾗｲﾝ保証付債券の保証残高が約576億円（12末対比+32億円）。裏付

資産は海外企業向け貸付でAA格、平均32％程度の劣後割合を確保している。なお、同社ではこの他にﾓﾉﾗｲﾝ保証のない

債券の保証残高が約491億円（12末対比+36億円）あり、こちらも裏付資産は海外企業向け貸付（AAA格、劣後割合46％程

度）。双方とも、残高の増加は為替要因によるもので、契約（外貨）ﾍﾞｰｽでは増加していない

（参考）その他証券化商品等

（単位：億円）

残高
（09/3末）

増減
（08/12末比）

国内CMBS （注） 35 ▲17 すべてAAA格

ﾚ ﾞﾚ ｼﾞﾄﾞﾛ ﾝ 89 1 すべて国内案件で 正常債権
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ﾚﾊ ﾚｯｼ ﾄ ﾛｰﾝ 89 +1 すべて国内案件で、正常債権

（注）国内案件のCMBS （Commercial Mortgage-Backed Securities） は、不動産投資ﾘｽｸとしてABSの枠外としている（なお、海外案件はすべて
Vetraから買受けたもの（残高143億円、85%以上がAAA格）であるため、ABSとして扱っている）



• ﾓﾉﾗｲﾝ保証保険会社からの受再はFinancial Security Assurance社（FSA社）のみ

• 保証残高が12末対比約1,500億円の増加となっているが、これは円安によりﾄﾞﾙ建て保証残高の円換算額が増加し

たこと等によるもので、新規の引受は行っていない

• 損益の状況に関して第4四半期にあらたに▲32億円の発生保険金を計上。これは主に米国住宅市場低迷の長期化

が続く中、これまでも発生保険金を計上してきたSPL以外の米国RMBS分野で貸倒れ発生状況のｼﾅﾘｵの見直しを行

い、支払備金の積増しを行ったこと等による

• 09/3末時点の保証残高に関して、約83％が公共性の高い米国地方債等に対する保証。FSA社は徴税等に係る介入

権を有し、債権保全措置は手厚い

• CDOが約11％となっているが、1件1億円の二次証券化商品を除いたすべてが一次証券化商品。平均で25％程度の

劣後割合があり、約87％がAAA格と信用度も高く、発生保険金も0.8億円に止まる

• なお、FSA社は同業ﾓﾉﾗｲﾝのAssured Guaranty社に買収される予定
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